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現代中国における地方所管師範大学。

学院の改革と教員養成の変容に関する研究
－教員養成系大学から総合大学への変化に着目して－

張揚（筑波大学大学院）

の移行と重なり、総合大学における小学校教員

の養成を促進した。中国では小学校教員養成の

経験がない総合大学にとって如何に質の高い養

成を行うかも大きな問題になっている(，)。また、

養成系大学は「師範性」に固執する為に、大学

としての「学術性」が低いとの見方があった。

その為、養成系大学は総合大学をモデルに学術

水準の向上を目指す傾向が強い。しかし、それ

は逆に「学術性」の偏重をもたらすことにな

る⑥。実際に、中国ではこれまで教員養成にお

ける「学術性」と「師範性」を対立項と捉える

考え方が強かった。だが、筆者は両者を対立項

とみるのではなく、有効に組み合わせることが

重要だと考える。総合大学への移行を皮切りに

大学がその主体性においてどのような養成教育

理念を立ち上げ、「学術性」と「師範性」の統

合に迫ろうとしているのか。本研究はこのよう

な基本的関心に基づき、移行後の総合大学では

｢学術性」と「師範性」の関係がどうなってい

るのか、その要因は何かについて考えてみたい。

本研究では、以下の研究課題を設定する。①養

成系大学から総合大学への移行に伴う教員養成

の内容変化を明らかにする。②移行した前後、

大学の授業担当者は教員養成の内容をどう捉え

直してどのように対応したのかを明らかにする。

③上記の２点の分析を通して、移行後の総合大

学における教員養成の質的変化とその要因を考

察する。

1．研究目的と研究方法

(1)研究目的・課題設定

本研究の目的は、中国における教員養成系大

学（以下、養成系大学と略す）が総合大学に移

行した後の教員養成の変化について明らかにす

ることである。本文中の「養成系大学」は教員

養成を主目的とする普通高等教育機関の「師範

大学｣、「師範学院」と「高等師範専科学校」を

指す。「総合大学」の中国語原語は「総合性大

学」だが、多様な学部で構成される一般大学で、

日本語としては総合大学に当たると判断される。

1,50年代に中国の教員養成学部及び専攻は全て

師範学校に統合され、高等・中等・初等という

三段階の師範学校において、「閉鎖制・目的制」

の教員養成システムが確立された(1)。一方で、

教員資格と取得学歴は対応し(２１，「師範大学」

と「師範学院」は主として高等学校教員を、

｢高等師範専科学校」は中等学校教員を、「中等

師範専科学校」は小学校教員を養成してきた(，)。

しかし、1990年代には「開放制・非目的制」の

システムへと変化した。高等教育改革の急速な

進展と共に、多くの養成系大学は総合大学に移

行し、教員養成はそこで行われるようになった。

移行によって教員養成の内容にどのような変化

が生じたのか。それは質・量ともに優れた教員

の養成の後退を招くか。将来の教員養成のあり

方を考えようとする時、上記の問いを解明する

ことは極めて重要である。

また、従来の小学校教員養成は学歴水準の低

さの点で批判され(4)次第に大学で実施されるよ

うになった。それは養成系大学から総合大学へ
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(2)研究対象・研究方法

本研究は中国山東省の地方所管Ａ大学を対象

とした事例分析を中心とする。2008年現在、中
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％になり、マーチン・トロウに従えば、中国高

等教育は大衆化段階に入った。それらは養成系

大学に次のような改革を促した。

①カリキュラムの非目的的な調整

中央教育行政部門は高等教育機関の専攻新設・

改編の審査の際に、養成系と非養成系の専攻の

統合を奨励した。従って、養成系大学でも師範

色を薄め、専攻分野をより深く探究できるよう

に専攻名を変えた⑨。

②非養成系専攻学科・学部の増設

市場化により、大学は私費学生の募集が可能

になり、その収入は大学設備の改善や研究費等

として配分された。しかし、私費学生の希望先

は総合大学と理工系大学に集中した為、養成系

大学は教員養成に直接関係しない専攻を設ける

傾向を強めた。更に、非養成系専攻を設腫する

上で各大学は学部の調整・合併及び増設にも力

を入れた。

③「学術性」の重視

従来から、養成系学生は教職専門科目・教育

実習を履修する為、「学術性」に劣るとの見方

がある。養成系大学はその克服に努め、学問研

究に傾注して総合大学と競争する力を高めるこ

とを目指したい｡)。

④他大学との連携による教員愛成

Zoo1年の教員免許制度改革で、総合大学でも

小・中・高校の教員養成が可能となった。養成

系大学は積極的に他大学に協力し、非養成系大

学でも教員免許が取得できるように教職関連講

座を開設した。それと引換えに、自大学の学生

国の普通高等教育機関は中央所管大学111校、

地方所管大学1,512校、私立大学640校で、在籍

学生数2,907万人であった(7)。Ａ大学はその内で

多数を占める地方所管養成系大学の一つで、高

等教育の量的拡大の下に置かれた典型事例だと

考えられる。前身は高等学校の教員養成を主目

的としたＹ師範学院だったが、2006年以降、非

養成系専攻の新設が進められ、総合大学への移

行を果たした。しかしその一方で、「地方の教

育事業をより充実させ、高い素質の教員を養成

する｣い）というスローガンも打ち出している。

Ａ大学にとって、それがどのような意味を持つ

のかは興味深い。

本研究はＡ大学を対象として、教員養成組織、

専攻及び教員養成カリキュラムの変化について

分析する。具体的な研究方法は以下の通りであ

る。前記課題①については、事例大学の1998年

～2008年のカリキュラム及び諸種の統計データ

を収集・分析し、2000年～2009年の人材育成方

針と教員養成計画の変化について分析する。②

については、養成系専攻の教職員にインタビュ

ー調査及び資料収集を実施し、その結果を分析

する（表１参照)。最後に、以上の分析結果を

踏まえて教員養成の変容を考察する。

、

２．養成系大学から総合大学への移行‘

(1)移行の指向性

ll9o年代後半以降、中国高等教育は積極的に

市場原理を導入し、2001年のWTO加盟を契機

に国際化を進めた。また、2002年に進学率は1５

'`､蹄》

表１インタビュー圏査の実施方法

注：調査実施の時間順
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対象 所属（職務） 調査時期 調査方法 場所

Ｘ教授 外国語学院（学部長）
2009年７月８日

2009年７月20日

面接イ

面接イ

/タピュー

グタビュー

東京

Ａ大学

Ｚ氏 外国語学院（教学計画担当者） 2009年７月20日 面接イ /タビュー Ａ大学

Ｗ教授 心理・教育学院（副学部長） 2009年７月20.21日 面接イ 'タビュー Ａ大学

Ｌ教授 中国言語文学院（副学部長） 2009年７月21日 面接イ 'タピュー Ａ大学

Ｃ教授 中国冨語文学院（教員養成系教貝） 2009年７月22日 面接イ 'タピュー Ａ大字

Ｙ風Ｉ教授 心理・教育学院（教員斐成系教員） 2009年７月22日 電話インタビュー Ａ大字



第三に、大学間競争の激化である。それ故に、

養成系大学は自らの財政不足解決の為に、他機

関と合併して総合大学へ移行するケースが多く

見られた。

南部､，)は養成系大学を含む高等教育機関の統

合を総合指向型(１４)、強化型(１，)と昇格型(!`)の３つ

に類型化している。本研究の関心に基づいて捉

え直すと、上記の第１と第３のタイプが統合・

合併養成系大学の総数の90％を占める。それら

に注目すると、総合大学への移行モデルは次の

Ｚ類型に分けられる。

第一は、高等師範専科学校から総合大学への

昇格で、専科レベルの養成系大学が他大学と合

併して本科レベルの総合大学へ昇格し、更に非

養成系専攻を増設したケースである。

第二は、師範大学（学院）から総合大学への

移行で、本科レベルの養成系大学が多数の非養

成系専攻を設けて総合大学に移行したケースと

養成系大学が他機関と合併し、総合大学に移行

したケースである。その内、元今国電点師範大

学の西南師範大学が2005年に西南農業大学と合

併して西南大学となった例もあった。

３．Ａ大学にみる養成系大学から

総合大学への移行

2008年現在のＡ大学は文学、理学と工学を中

心とする総合大学で、一般学生数23,734人、社

会人入学の学生数6,244人、教職員2,017人であ

る、)。前身のＹ師範学院は山東省有数の養成系

大学で、1991年以降の10年間に非養成系17専攻

と養成系２専攻が増設された。更に、2000年～

により広い知識を学ばせる為、総合大学や理工

系大学で科目履修できる措置を取った('0)。

(2)移行の原因と類型

上述のような移行の指向性に従い、数多くの

養成系大学が統合・併合によって総合大学へ移

行した。2007年現在、養成系大学は169校．そ

の内教育部所管の全国重点師範大学は北京、華

東、東北、華中、映西の５師範大学で、私立大

学は３校、それ以外は全部地方所管大学である。

表２から養成系大学の減少と、総合大学の増加

傾向が読み取れる。・

養成系大学から総合大学への移行は次の３つ

の要因によって進行した。

第一に、高等教育の財政改革による大学の財

政困難である。高等教育の投資主体は中央から

地方へ移転し、高額の支出に耐えられない地方

政府は投資削減の為に大学の自立化を促した。

地方大学は学生納付金を主な財源とする為、学

生数の増加方策を進める必要がある。一方、授

業料徴収制度と「自主就職」制度の実施により、

定員増が制限された養成系大学のままでは財政

困難に陥る状況となった。

第二に、教員養成制度の規制緩和により、総

合大学での教員養成が可能になったことである。

1990年代の後半期から「閉鎖制」に対する規制

緩和によって養成系大学は教員養成の機能を残

しながら総合大学への移行が可能になった。そ

の結果、総合大学へ移行し、多様な人材の養成

を求めると同時に教員養成も実施するようにし

た(１２)。

稗

樮
〆

表２中国における高等教育機関数の変化（単位：枝）

.,－F扇■￣■
’１￣F顯匝■■”￣可
■＝＝■亟呵■西■忠■

注：中華人民共和国教育部『中国教育年鑑0997年版)」人民教育出版社、1998年

中華人民共和国教育部「2007年教育統計数挺（高等教育)」（最終閲覧日：2010年01月05日）ｈ(tp://www・moegov・cn／

edoas/websitel8/Ievel3Jsp?tabIename='249610459599815&infoid二'249374436141193&title=普通高等学校校数に基
づき筆者が作成
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一般総合 理工 農林 医学 教員葵成 財政・経済 政治・法律 その他 合計

1997 7４ 278 6０ 122 232 7６ 2６

２口
。 1020

2007 “３ 672 ９２ 134 169 178 6９

ｌＰ
ｏ 1908

増減 369 394 3２ 1２ △６３ 102 4３ △I 888



2005年に非養成系27専攻を増やし、2008年現在、

合計“専攻を設置している。その内、養成系は

11専攻で、三分の一にも満たない('@)。

移行後のＡ大学は、教職以外の幅広い分野の

人材育成を目的としている(''１。しかし、増設１４

専攻の中に「小学教育」と「人文教育」という

養成系２専攻があることは注目に値する。「小

学教育」は、以前、心理・教育学院教育学専攻

に位置付けていたが、2008年度に独立専攻にな

り、主に小学校の教育者及び管理者を養成する。

｢人文教育」は歴史・社会学院が新設し、主に

小中学校の総合文化教育教員を養成する。Ｙ師

範学院の頃は中・高等学校の教員養成のみだっ

たが、移行を契機として初等教育の教員養成系

専攻を設置した。

一方、移行前後同大学では学部調整をした。

図１のように移行前期に再編した学部は計15学

部（○印）で、移行時の新設学部は５学部（●

印）あった。2006年の移行時点では21学部に増

加し、各学部の規模も急拡大した。２１学部の内、

養成系専攻を設置した学部は心理・教育学院や

歴史・社会学院等の14学部（★印）である。

４．総合大学移行後における教員養成

(1)教員養成カリキュラムの変化

上記の移行過程で教員養成カリキュラムには

主に３つの変化があった。

①カリキュラムモデルの多様化

従来はどの専攻も「４年制」モデルであっ

た(20)。養成系専攻の学生は入学直後から専攻に

分かれ、専攻変更が原則的に禁止され、各専攻

では自専攻と関連する限定履修科目のみ履修し

た。養成系専攻の学生は他専攻の科目履修がで

きず、他専攻の学生も養成教育を容易に受けら

れないので、「閉鎖制」の養成モデルとも言わ

れる。移行後には、それを崩す改革がなされた。

それについてＷ副学部長は「質の高い教師教育

を保障するためには、先ず各学科の特徴に応じ

る多様な教員養成モデルが必要だ」と述べた。

英語学科を例にその変化を見てみよう。2002年

、

中国言語学系(1958年） 。中国言語文学院(2001年）★

・数学・情報学院(2001年）★
し

数学学系(1958年）

o計算機科学・技術学院(2002年）★

･物理・電子工学学院(2002年）★
iと．材料科学学院(2001年）★

物理学系(1958年）

化学学系(1958年）

心理学系(1958年）
o化学・材料科学学院(2001年）

ｏ心理・教育学院(2001年）★
|語学院(2000年）★英語系(1963年） ○外国語学院(2000年）フ

｡国際交流学院(2000年）

彌政治学系(1976年） o政治・法律学院(2002年）★

体育系(1979年）－－－＞・体育学院(2001年）★
生物学系(1984年）￣ｏ生命科学学院(2003年）★
地理系(1986年）一○地理・資源管理学院(2002年）★
歴史学系(1986年）－－＞○歴史・社会学院(2003年）★

音楽学系(1988年）－･音楽学院(2004年）★
美術学系(1990年）－－＞ｏ美術学院(2004年）★
合併により新設……･…＞交通学院(2002年）

……鱸（蕊辮｜
社会人向けに新設……….＞･生涯教育学院(2006年）

図１移行前後の学部変化（1958年～2007年）

注：Ｙ師範学院宣伝部「Ｙ師範学院学校概況」2003年03月

Ａ大学学務課「Ａ大学2007年学生募集要項」2007年06月に基づき筆者が作成
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度の英語教師教育専攻と英語翻訳・通訳専攻の

募集定員数はそれぞれ115人と90人であった。

両専攻の学生は入学後専攻別で科目を履修した。

英語教師教育専攻の学生は４年間に２２科目（４１

単位）の公共必修科目、５科目（10単位）の公

共選択履修科目と33科目（98単位）の専攻科目

を必修とされ、それに、２７単位の選択履修科目、

教育実習と卒業論文を加えれば、卒業できた。

一方、2006年度から各学部は専攻の特色により、

｢1.5年十２５年」式('１)または「２年十２年」式(麺）

というカリキュラムモデルのどちらかを選択で

きるようになった。入学後、学生は一般教養教

育と学科共通科目を履修した上で、関心に応じ

て養成系専攻を申請し、審査に合格した学生が

養成系専攻に進級する。2009年度は更に「３年

十1年」式が取り入れられた。

カリキュラムモデルの多様化により、各学部

は自主的に教員養成教育を実施できるようにな

り、養成系専攻の学生にも他専攻の学生と同様

に一般教養と学科専門知識を学ばせた。2006年

度から外国語学院は「２年十２年」式を導入し

た。表３のように学生は入学後２年間「基礎教

育課程」で一般教養と学科専門知識の89単位を

取得する。第５学期からは志望専攻に入り、英

語教師教育専攻、国際ビジネス専攻と英語翻訳・

通訳専攻の３部分に分かれる。英語教師教育専

攻の「専門教育課程」は51単位である。４年間

かけて履修する「実践能力と総合資質育成課程」

35単位がそれらに加わる。新カリキュラムモデ

ルは基礎教育を通して学生の勉学意欲を引き出

し、主体的に教育活動及び研究活動に参与させ、

本人の希望に応じて専攻に進ませる。Ｘ学部長

によれば、「２年十２年」式の下で学生は「基

礎教育課程」で教員養成教育に関心を深め、よ

り多くの学生が英語教師教育専攻に入るという

意外な効果をもたらした。例えば、2004年は入

学者300名の内、養成系専攻進学者150名だった

が、2009年は320名の内、養成系専攻進学者216

名となった。

②教職専門科目の増加

従来の必修教職専門科目１２３)は表４のように心

理学、教育学等の６科目（●印）１８単位で、そ

の他、自由選択履修科目が数科目あるにすぎな

かった。しかし、Ｗ副学部長は「以前、自由選

択履修の教職専門科目が設置されても、履修す

る学生が少なかった。学生がその科目の重要性

を十分に認識しなかった」と述べている。Ｌ副

学部長によれば、大学が必要だと考えて開講し

ても、殆どの教職専門科目は自由選択履修科目

なので、学生が選択しない限り、強制的に履修

させることはできなかったという。

2006年以降、教職専門科目は必修と自由選択

以外に、選択必修を加えた。それは、制限され

た科目から学生が選択して履修する。Ｗ副学部

長は「現在選択必修教職専門科目が出されて、

養成系専攻の学生はそれを履修しないと単位が

取れない。そして、選択必修科目はかなり多様

だ。例えば、学生は教職選択必修科目を６単位

取らなければならないので、少なくとも12単位

の教職科目が開設されている」と述べた。表４

のように2009年度の教職専門の必修科目と選択

必修科目（○印：2009年度の新科目）は23科目

鰊

鰊

表３英語教師教育専攻の科目分類と単位配分（2006年度）

注：。】－公共基礎科目中には必修科目が設匝され、学生はそれを履修しないと卒業できないが、単位は認められな

い。・２－履修科目数は学生の選択履修科目による異なり、最低限の履修科目数が７科目である。Ａ大学教務処『Ａ
大学本科専業人材培義方案』2006年09月に基づき筆者が作成

研究読文８３

課程名称

履修科目数

基礎教育課程

公共基礎科目 学科専門基礎科目

2２ 2１

専門教育課程

専攻基礎科目 教職科目

1２ 13～1５

実践能力と総合資質育成課程

実践教学科目 総合資質科目

７ ７～・２

合計

単位

単位数 33.】 5６ ３１ 2０ 1６ 1９ 175

履修学期 ｌ～４学期 ５～８学期 ｌ～８学期



表４Ａ大字教員蓑成系専攻必修・選択必修教職科目設置基準（2009年度）

爾

P

注：｡】－教師職業行為規範は教育法解読と教師職業道徳規範の両部分を含む。、２－実習．実験選択科目は自由選択

科目履修表に入れ、ただし教員養成系専攻の学生はそれを選択必修する。。｡－基礎教育課題交流は学術サロンの組

織形式で行われ、教員、学生と教職訓練を受ける者が参加できる。Ａ大字心理・教育学院「Ａ大学教師教育教学計画」

2009年09月に基づき筆者が作成

慰

とした。大学で実習前訓練を十分に受けた上で、

２～３人の学生が１グループとして、指定教員

の指導を受けながら１学級を担当する。大学教

員は実習地域を訪問し、実習を監督する。実習

生は担当科目の授業を行うと共に学級担任の業

務を経験することで、貿任感を育て、教授・学

習能力を含む総合資質を高めることが狙いとさ

れた。また、現職教員も研修を大学で受けるこ

とができる為、大学と地方教育部門の双方に利

益をもたらすことになる。

（2４（２６）単位）に増えている。

③教育実習方式の改革

以前の教育実習は８週間で、学生が自主的に

学校に依頼して行った。ところが、Ｗ副学部長

によれば、実際には学生が授業をする機会は十

分保障されず、規定（８時限の授業）通りに教

壇に立てなかったという。2006年度から大学と

地方教育委員会が連携し、養成系専攻の学生を

計画的に学校に配分して実習させる一方で、小・

中・高校の教員は大学で現職研修を受ける制度

８４日本教師教育学会[年報第19号］

科目類型 科目区分 授業科目
単位

調義 実践 合計
担当部門

必修

(20単位）

理論

(６単位）

実技

(４単位）

実習.

(10単

実験

位）

●心理学

●教育学

●XX学科教学論

標迦語と教師口語表現

○漢字と書写芸術

●現代教育技術

●教師教育技能総合訓練（Microteaching含む）

●教育見学・実習

２

２

２

２

８

２

２

２

２

２

８

心理・教育学院

各学院

教務処

現代教育技術部

各学院

選択必修

（６単位）

理論

(２単位）

実技

(２単位）

実習・実験

､2(２単位）

○教育心理学

○教育社会学

○学校心理健康教育

基礎教育励態

)0(学科模範課見学

教育研究法

○学級担任工作芸術

XX学科実験数字

教師職業行為規範.！

小・中・高校教材模擬設計

課程開発と設計

小・中・高校教育案例分析

学科教育専門研究

地方基礎教育現状

基礎教育課題交流･３

２

２

２

２

２

２

２

0 ５

0 ５

０ ５

２

２

２

２

２

２

２

２

０ ５

0 ５

0 ５

心理・教育学院

各学院

心理・教育学院

理系各学院

教務処

合計：単位数2４（26)，その内必修20,任意必修４（６）
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